
１　東京電力福島第一原子力発電所事故の影響について

　➀震災以降の取組・影響について

　《業界団体》
Ｎｏ 区分 回答 団体名

1 構成員の被害をとりまとめ，東電に団体賠償請求を実施 宮城県農業協同組合中央会

2 出荷規制，風評被害を取りまとめ団体賠償請求を実施 宮城県漁業協同組合

3
平成25年4月に構成団体を通じて構成員に風評被害状況のアン
ケート調査を実施

宮城県畜産協会

4 構成員の被害状況をとりまとめ，東電に賠償請求を実施 宮城生活協同組合連合会

5
東京電力及びADRと協議し，個別に損害賠償請求するととも
に，平成26年4月にADRに申立てを実施

宮城県畜産協会

6 請求金額とかけ離れた回答の場合には，ＡＤＲに仲介申立て 宮城生活協同組合連合会

7 構成員に専門家を派遣し，賠償請求の支援を実施 宮城県商工会連合会

8
グループ化補助金等の国の施策を活用した復旧支援や販路回
復・拡大のための支援を実施

宮城県商工会連合会

9 風評被害に対する意見を取りまとめ要望行った 宮城県中小企業団体中央会

10 子供達への精神的ケア ＰＴＡ協議会

11 電話による被ばく相談や相談会を開催 放射線技師会

12 被災者を主とする税務支援 東北税理士会宮城県支部連合会

13 みやぎ県民会議（幹事会含む）資料を構成員へ配布 宮城県土地改良事業団連合会

14 被ばく放射線に関する講演会の開催 放射線技師会

15 宮城県内の空間線量測定を実施し，ホームページに掲載した 放射線技師会

16 構成員に被害状況調査を実施し，県民会議へ報告した
みやぎ工業会，宮城県
私立中学高等学校連合
会

17 その他 施設内の土壌汚染の対応，除染，食品の安全性の確認 宮城県保育協議会

　当アンケートは，事故から満７年を迎え，みやぎ県民会議幹事会構成団体を取り巻く状況に
も変化が生じていると思われることから，構成団体としての取組や各業界等への影響を把握さ
せていただくとともに，東京電力ホールディングス株式会社やＡＤＲ等との交渉の状況や賠償
請求・和解仲介等に対する御意見・御要望を伺い，今後の会議の進め方に活用させていただき
たく実施しました。

東京電力福島第一原子力発電所事故対策みやぎ県民会議幹事会

構成団体へのアンケート結果

・アンケート対象数：６１団体（業界団体２６団体，市町村３５団体）

・アンケート回答数：４０団体（業界団体１５団体，市町村２５団体）

※回答率６５％

（１）事故後，概ね７年が経過し，貴団体を取り巻く状況が変化していることと思いますが，
　　貴団体又は貴団体構成員への影響や取組についてお尋ねします。

損害賠償

構成員等
への支援

情報提供
等

○　アンケートの実施について

○　回答数等

資料３
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　《市町村》
Ｎｏ 区分 回答 団体名

18 賠償請求 被害を取りまとめて賠償請求を実施 仙台市他

19
放射線量の測定（空間・食品・水道），持込食料品等の線量
測定

塩竈市他

20 放射線量空間測定業務を継続し，ホームページで公表 富谷市

21 除染 除染実施計画に基づき小学校や公園の除染処理等を実施 大河原町他

22
風評被害払拭のため生産者と都市部で生産物の安全ＰＲを実
施

蔵王町

23 放射能に関する講演会を実施 七ヶ浜町

24
放射線セシウム抑制のため水田耕作農家への塩化カリウム配
布助成

蔵王町

25 原発事故関係に対応するため専属的な職員を配置 加美町

26 東京電力へ事故対策等（賠償含む）に関する要望書を提出 白石市

　➁現在の取組・影響について

　《業界団体》
Ｎｏ 区分 回答 団体名

27 出荷規制，風評被害をとりまとめ団体賠償請求を実施 宮城県漁業協同組合

28 被害状況をとりまとめ，東京電力に賠償請求を実施 宮城県生活協同組合連合会

29
事故による被害が発生しているのに，中間指針等に項目が挙
げられていない事を理由に交渉が膠着している

宮城県畜産協会

30
東電でいったん一定の範囲で一部和解案を示しながら，主任
弁護士が交代した途端に従来の和解手続きの論点を否定し，
白紙に戻された

宮城県畜産協会

31 平成26年度分までは和解済み，平成27年度分をADRで仲介中 宮城県生活協同組合連合会

32 各グループの共同事業実施についてフォローアップを実施 宮城県中小企業団体中央会

33 販路回復・拡大支援と人材確保支援 宮城県中小企業団体中央会

34 子供達への精神的ケア ＰＴＡ協議会

35 みやぎ県民会議（幹事会含む）資料を会員へ配布 宮城県土地改良事業団連合会

36 被ばく相談会の開催 放射線技師会

37 放射線に関する講演会の開催 放射線技師会

38
文科省・復興庁を訪問し，業界団体の要望書を手渡しし，県
選出国会議員への理解と協力を求めた

宮城県畜産協会

39 関係要路に陳情・要望を実施 宮城県商工会連合会

40 水産，加工品の海外展開のルートが閉ざされている 宮城県商工会連合会

　《市町村》
Ｎｏ 区分 回答 団体名

41 被害を取りまとめて賠償請求を実施 仙台市他

42 賠償請求したが支払われなかった費用をＡＤＲへ申立て 仙台市他

43 測定
放射線量の測定（空間・食品・水道），持込食品等の線量測
定

塩竈市他

44
農林業系の放射性物質汚染廃棄物処理が課題であり，圏域全
体で試験焼却を目指している

蔵王町

45 基準値超過の焼却灰の受入・処分を実施 蔵王町

46 除染実施計画に基づく小学校及び公園の除染土壌の保管 大河原町

47 8,000ベクレル未満の放射能汚染側溝汚泥の保管 大河原町

48 汚染稲わらの処理 川崎町

49 東京電力に事故による風評被害対策について強く要望 気仙沼市

50 食品等の放射能測定に非常勤職員を雇用し対応 加美町

その他

賠償請求

汚染廃棄
物

その他

情報提供
等

測定

情報提供
等

その他

賠償請求

構成員等
への支援
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　➂今後の取組・影響について

　《業界団体》
Ｎｏ 区分 回答 団体名

51
賠償請求したが支払われなかった費用の明細を精査し，賠償
率の向上に努める

宮城県農業協同組合中央会

52
ＡＤＲに申立てた事案に納得した和解案が示されれば，残り
の構成員に対し賠償請求を促す

宮城県畜産協会

53
ホヤなど輸出を主な販路にしていた生産物の販路回復，拡大
に取り組む

宮城県漁業協同組合

54
宮城県の震災復興計画と連動し，構成員のインフラ復旧，販
路回復，人材確保等の支援を強化する

宮城県中小企業団体中央会

55 子供達への精神的ケア ＰＴＡ協議会

56
情報提供
等

放射線被ばくに対する県民の関心は薄らいでいるように感じ
られるが，不安は解消されていないため，放射線に関する正
しい知識の啓発活動を実施

放射線技師会

57
構成員の風評被害の状況を把握し，適宜関係部署等へ要望・
要請を実施

宮城県中小企業団体中央会

58 福島県域には出漁できない 宮城県漁業協同組合

　《市町村》
Ｎｏ 区分 回答 団体名

59 賠償請求を継続する 仙台市他

60
賠償請求したが支払われなかった経費をＡＤＲへ申立てる又
は申立を検討する

仙台市他

61 農林業系の汚染廃棄物の本格焼却に向けた準備を進める 蔵王町

62
保管している8,000ベクレル未満の放射能汚染側溝汚泥の最終
処分

大河原町

63 汚染廃棄物の処理や住民等の県不安払拭を図る 丸森町

64
住民持込食材及び小中学校及び保育所等給食食材の放射性物
資検査を実施

大河原町

65 住民の不安払拭のため放射線測定等を継続する 塩竈市他

66 除染
除染実施計画に基づく小学校及び公園の除染土壌の保管及び
最終処分（未定）

大河原町

67 東京電力に事故による風評被害対策を強く要望する 白石市

68
新たな被害報告はなく，終息に向かっていると考えるている
が，何かあれば今後も要望等を行う

東松島市

69 食品等の放射能測定に非常勤職員を雇用し対応 加美町

その他

賠償請求

汚染廃棄
物

測定

その他

賠償請求

構成員等
への支援
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　《業界団体》
Ｎｏ 区分 回答 団体名

70 証憑書類の関係で事務が滞っているため，改善を望む 宮城県農業協同組合中央会

71
賠償請求に慣れていない生産者の労力と精神的苦痛は計り知
れない

宮城県畜産協会

72
風評被害を訴える構成員の中には高齢化による廃業も危惧さ
れ，長期化は好ましくない，被害者側に添った対応と早期解
決が望まれる

宮城県畜産協会

73
風評被害の状況は，各業界や地域によっても異なり，県全体
で取りまとめが困難なため，各業界，地域ごとに対応してほ
しい

宮城県中小企業団体中央会

74 東電対応
賠償請求にあたり，事故発生前後の約10年間の決算書を求め
られ，幾度と審議を重ね，請求者が根気を損なうまでの時間
稼ぎが見られる

宮城県畜産協会

75 要望
請求報告と東電の賠償状況の報告が乖離している。同じ尺度
で報告方法を検討願いたい

放射線技師会

　《市町村》
Ｎｏ 区分 回答 団体名

76
証憑書類の準備や賠償までに時間を要するため，手続きの簡
略を要望する

気仙沼市

77
賠償請求に求められる資料が，前年と異なる資料を求められ
るため，統一してほしい

白石市

78
賠償請求に係る資料が多く，事務処理に係る負担が増加して
いるため，簡略願いたい

名取市他

79
他市町村の和解結果を全市町村の直接請求に適用させ統一し
てほしい

大河原町

80
東京電力は，自治体が行う事故対応業務や経費は，事故が発
生しなければ必要としないことを理解し，対応してはほしい

大河原町

81
自治体が賠償請求を行ったものについては，趣旨を理解し速
やかに賠償願いたい

丸森町

82
汚染牧草の処理に関して，ようやく方針が決定し処理が進み
出したが，費用賠償の方針が決まっていない。先を見据えた
対応又は同時並行で対応願いたい

加美町

83 賠償対象項目を拡大してほしい 美里町

84
平成27年11月に申し立てたが，ＡＤＲからの和解案が提示さ
れていないため事務の進捗が遅れている

仙台市

（２）東京電力ホールディングス（株）の対応，交渉の状況や損害賠償請求・和解仲介等で御
　　意見御要望がありましたら，御自由に記入ください。

賠償請求

賠償請求
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　・多い　　　　　　２（うち二年に１回，必要な都度）

　・ちょうどよい　３４

　・少ない　　　　　０

　《業界団体》
Ｎｏ 区分 回答 団体名

85 意見
事故による放射線からの完全な安全宣言を行える方向性につ
いて検討願いたい

放射線技師会

86 要望
東京電力福島第一原子力発電所事故後の対策の検討や取組
等，情報提供は今後も必要

宮城県土地改良事業団連合会

87 要望
今後も行政が情報提供・情報共有について役割を果たしてほ
しい

宮城生活協同組合連合会

　《市町村》
Ｎｏ 区分 回答 団体名

88 要望
全県一体となった取組を行う上で有意義であり，今後の継続
を要望する

仙台市

　《業界団体》
Ｎｏ 区分 回答 団体名

89 なし

　《市町村》
Ｎｏ 区分 回答 団体名

90 依頼
ＡＤＲへの和解仲介手続きについて，会議等で説明や資料の
提供を受けているが，具体的な事務処理等について県の指導
を受けたい

加美町

御意見・御要望又は幹事会で周知・発言したことがございましたら御自由に御記入願います。

（１）現在，年１回程度開催している「みやぎ県民会議幹事会」の開催頻度についてお訪ねし
　　ます。

２　みやぎ県民会議幹事会について

３　その他

（２）「みやぎ県民会議（幹事会含む）」の今後の進め方等，御意見・御要望等がございまし
　　たら，御自由に御記入願います。
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